
「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業」実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、公益財団法人宮崎県建設技術推進機構（以下「推進機構」とい

う。）に係る「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業

（以下、「本事業」という。）」の実施に必要な事項を定める。

（目的）

第２条 本事業は、担い手（人材）確保や技術力の向上・継承など、建設産業の課題

に関する研究・活動、社会資本の整備や維持管理に係る研究・活動及び美しい宮崎

づくりに関する活動を支援することにより、建設産業の課題に対する取り組みや建

設事業の技術水準の向上を図り、もって良質な社会資本整備の推進に寄与すること

を目的とする。

（対象）

第３条 本事業が対象とする研究又は活動は、次の各号に掲げるものとする。

「研究」

一 建設産業の課題に関する研究

二 建設技術の発展又は社会資本の整備に寄与する新技術・新工法の研究

三 その他、第２条の目的に沿った研究

「活動」

四 社会資本整備や維持管理に係る講演会、フォーラムなどのイベント活動

五 現場研修など担い手確保に取り組む活動

六 美しい宮崎づくりに関する活動

七 その他、第２条の目的に沿った活動

（助成対象者）

第４条 本事業の助成金（以下「助成金」という。）の交付を受けることができる者

は、原則として、宮崎県内にある教育機関（大学又は高等専門学校等）、ＮＰＯ法

人及び営利を目的としない団体とし、事業者及び個人にあっては助成の対象外とす

る。



（助成金）

第５条 推進機構は、一件の「研究」に対して年間１００万円以内、一件の「活動」

に対して年間３０万円以内の助成金を交付することができる。

ただし、同一の「研究」に対し３箇年度を超えて助成金を交付することはできな

い。

２ 一つの団体に対して、「研究」及び「活動」の両方の助成金を交付することはで

きない。

３ 推進機構以外の他の助成金等に申請している「研究」又は「活動」については、

他の助成金等の助成対象額を超える自己負担額に相当する費用に限り、助成金を交

付することができる。

４ 助成金の使途は、研究又は活動に直接に必要な経費として「宮崎『ひと・まち・

みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業費目一覧表」（別表）に示すものを

原則とする。

（交付の申請及び交付の決定）

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、「宮崎『ひ

と・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業助成金交付申請書」（様

式１）及び添付書類（様式１－１、様式１－２）を、推進機構が定める時期までに、

推進機構に提出しなければならない。

２ 推進機構は、第１項の申請があったときは、書面の審査等を行うほか、別に定め

る「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業審査委員会」

の審議を経て、助成金を交付すべきものと認めたときは、予算の範囲内において交

付の決定をする。

３ 推進機構は、助成金の適正な執行を図るため、必要な条件を付すことができる。

４ 推進機構は、第２項の決定を「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究

・活動等助成事業助成金交付決定通知書」（様式２）により、申請者に通知する。



（助成金の請求）

第７条 前条の規定による交付の決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）

は、「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業助成金交

付請求書」(様式３）を推進機構に提出して、助成金の交付を請求することができ

る。

ただし、活動については、活動が完了し、「宮崎『ひと・まち・みらい』づくり

に関する研究・活動等助成事業完了報告書」（様式６）の提出とあわせて、助成金

の交付を請求するものとする。

２ 推進機構は、前項の請求に対して、交付の決定をした金額の範囲内で助成金を交

付する。

（助成金の変更）

第８条 助成事業者は、交付の決定の通知を受けた後、次の各号に該当することとな

ったときは、「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事業

助成金変更交付申請書」（様式４）を提出して、推進機構と協議しなければならな

い。

一 交付の決定があった助成金の費目別の金額について、３割を超える増額が生

じ又は生じることが見込まれるとき。

二 研究又は活動の内容について、実施内容や施行箇所の変更など大幅な変更が

生じ、又は生じることが見込まれるとき。

２ 推進機構は、前項の申請の内容が適正であると認めたときは、その承認をするも

のとする。この場合において、助成金の額の変更を必要とするときは、併せてその

決定をするものとする。

３ 推進機構は、前項の承認及び決定を「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関す

る研究・活動等助成事業助成金変更交付決定通知書」（様式５）により、助成事業

者に通知する。

（完了報告）

第９条 助成事業者は、交付の決定を受けた年度の研究又は活動が完了したときは、

当該年度内に、「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する研究・活動等助成事

業完了報告書」（様式６）及び添付書類（実績報告書、実績概要（様式６－１）、

決算書（様式６－２））を推進機構に提出しなければならない。



（助成金の額の確定等）

第１０条 推進機構は、前条の報告を受けたときは、その実績が交付の決定の内容及

びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたと

きは、交付すべき助成金の額を確定する。

２ 推進機構は、前項の規定により確定した金額を超える助成金が既に交付されてい

るときは、その金額の返還を助成事業者に請求するものとする。

３ 推進機構は、前二項に係る金額を「宮崎『ひと・まち・みらい』づくりに関する

研究・活動等助成事業清算通知書」（様式７）により、助成事業者に通知する。

（助成金の取消し）

第１１条 推進機構は、次の各号に該当する事項が生じていると認めた場合には、既

に行った交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

一 助成事業者が助成金を他の用途へ使用したとき。

二 助成事業者が交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

三 助成事業者が研究又は活動を実施しなかったとき。

四 自己負担額に相当する額を除き、他の助成金と重複して申請したとき。

２ 前項に該当する場合に、既に助成金の交付がなされているときは、助成事業者は

取り消された助成金に相当する金額を返還しなければならない。

３ 前条の規定は、第一項の規定による取り消しがあった場合について準用する。

（公開）

第１２条 推進機構は、本事業の公益性や透明性を確保するために、助成事業者が実

施した研究又は活動の概要を推進機構のホームページで公開することができる。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、理事長

が定める。

附則 この要綱は、令和元年５月２４日から施行する。



（別表）実施要綱第５条第４項、様式１－２・４－２・６－２関係 

 

費   目 内            容 

賃   金 研究・活動を実施する上で必要となる補助作業者（助成事業者

は除く）に対する賃金。 

旅   費 研究・活動を実施する上で必要となる交通費や宿泊費であり、

成果発表に係る費用は除く。 

需 用 費 研究・活動を実施する上で必要となる物品購入費やテキスト作

成等の印刷費。ただし、物品購入費は１点１０万円未満の物品

であり、同一の物品を複数購入する場合でも総額１０万円未満

とする。 

役 務 費 研究・活動を実施する上で必要となる通信費、資料等の運搬

費、保険料、廃棄物等の処分料及び文献・文書資料等の開示請

求の手数料。 

賃 借 料 研究・活動を実施する上で必要となる機材、車両、会場等の使

用料。 

諸 謝 金 研究・活動を実施する上で必要となる第三者からの助言、協力

に対する謝礼。 

管 理 費 要綱第４条で定める教育機関の会計部門等において、助成金の

管理を行う際の事務処理費。ただし、管理費は直接経費※の合計

金額の５％を上限として計上できる。 

直接経費※（賃金、旅費、需用費、役務費、賃借料、諸謝金） 

 

附則 

 この別表は、令和元年５月２４日から施行する。 
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